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Ｐ１３００４ 

 

平成３０（2018）年度実施方針 

 

ＩｏＴ推進部 

１．件名：  

(大項目) 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 

 

２．根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号ニ及び第９号 

 

３．背景及び目的・目標 

クラウドコンピューティングのみならずＩｏＴ（もののインターネット）の進展やＡＩ

（人口知能）の急速な利用拡大によりデータセンタなどにおける情報処理量や通信トラフ

ィックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されている。現状技術の

延長ではデータ伝送に係る電力消費量は増加し続け、平成３７（2025）年には１５００億 

ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）に膨らむと見込まれている。情報処理で

発生する排熱を少ない電力で処理できるようになったことなどにより、データセンタの市

場規模の伸びに対する消費電力量の伸びは徐々に小さくなる傾向にあるが、一層の省電力

化のためには、情報処理機器・装置そのものの低消費電力化と高速化を両立できる技術開

発と社会実装を進める必要がある。 

電子機器に電気配線を用いる場合、データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号伝

送の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合、それらが増大しても損失は一定

であり、消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かして、光

配線は高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年はデータセン

タなどの低消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体関連企業など

で研究開発が進められている。 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究

プロジェクトの一つとして実施され、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機

器の電気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装

システム技術を実現する基盤技術を確立することを目指すものである。 

本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減できかつ

データセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立

することを目標とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送において、１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電気配

線を用いる場合と比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面積比で１
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／１００以下の小型化（すなわち１００倍の帯域密度）を実現する。 

開発成果の一部は研究開発の進捗に合わせ、順次、実用化し、光配線と電子回路を融合さ

せた光エレクトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本研究開発で成果を得ることにより、光半導体分野における我が国産業界の国際優位性

を維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場におい

て我が国が競争力を獲得し、さらに半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサ

ーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化にも資する。 

 

【委託事業】 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した

光電子ハイブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤

技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤

要素技術を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を

確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。 

 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を

行い、基本性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８（2016）年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間

通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証す
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るための要素技術を確立する。 

 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構

成を構築し、統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス

設計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本

構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキッ

ト）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

  

（ⅱ）革新的デバイス技術 

［革新的光源・光検出器技術] 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合

型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術とし

て受光器における暗電流抑制効果を実証する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現

するとともにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、

導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子

集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高

温動作と高速変調動作を実現する。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器

への展開に向け、シリコン基板上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応

答動作可能な構造を明確にする。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、１．４μｍ以上の長波長帯のシリコ

ン基板上量子ドットレーザの実現可能性を示す。また、光電子集積インターポーザ用

集積化受光器に向け、高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器を実証するこ

とにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に

対する課題を明確化する。 
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［革新的光変調器技術］ 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小型化を

可能とする新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対

する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動

作を可能とするスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型

光変調器等の動作を実証する。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変

調器やハイブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現

する可能性を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通し

と事業化に対する課題を明確化する。 

 

［革新的光配線技術］ 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術にお

いて、層間方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損

失補償機能や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失

補償機能や光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光

電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
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［革新的光エレクトロニクス回路技術] 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の

光増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。

また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと

ともに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光

素子の集積プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変

型光エレクトロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかに

することにより、光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 

 

［革新的光スイッチングデバイス技術] 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベ

ースとした超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高

速光信号処理デバイス実現に向けた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の

見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝

送スペック（変調速度、多重度、チャンネル数など）、及び、光電子インターポーザの

回路冷却に関する基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層

型ストレージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光インターフェース付きＳ

ＳＤを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 
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光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型

のストレージチップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発  

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体

間接続における実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシー

バとロジックＬＳＩ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭

載基板間光接続を実現する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発  

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

一次試作の光デバイス及びＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイ

ス制御動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項

を抽出する。 

【最終目標】（平成２８（2016）年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。  

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光ト

ランシーバを実証する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するととも

に、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解

決の目処を得る。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、
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光電子集積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の

少ないシングルモードファイバーとの光リンクを実現する。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比

較し通信速度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するため

の要素技術、およびシリコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路

を開発することにより、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インターポ

ーザ技術を実現する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インターポ

ーザ技術と合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュレ

ーションにより示す。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術

を組合わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いて

サーバ電力量を３０％削減可能であることを示す。 

 (ｆ－２)情報通信システム化技術 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

一芯双方向波長多重トランシーバに光電子集積インターポーザを実装し、動作検証

を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載するこ

とにより、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化する

ための実装技術を開発する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、「キ

ーメンバーコミュニティー」におけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓデ

ジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化
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提案活動を行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフ

ェースに関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標準

の提案を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフ

ェースに関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 

 

４．事業内容及び進捗(達成)状況 

 ＮＥＤＯ ＩｏＴ推進部 中山 敦をプロジェクトマネージャー、東京大学 生産技術

研究所 教授 荒川 泰彦をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

 

４．１ 平成２９（2017）年度事業内容 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（実施体制：ＰＥＴＲＡ） 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電子回路（CMOS 型ドライバ IC、TIA-IC）を試作し、集積光 I/O チップの消費電力

3mW/Gbps 動作を実現した。光電子ハイブリッド回路基板へ集積光 I/O コアを実装し、

基板相互間で 1.2Tbps 以上の高速光インターコネクトの実現にむけた課題抽出を行

った。以上により、5cm×5cm 程度の光電子ハイブリッド基板上に LSI を搭載するモジ

ュール化技術を確立した。 

 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

300 ㎜ウェハでのシリフォト統合化集積プロセスを確立した。5㎜角に 25Gbps、12ch、

送受２種類の集積光Ｉ／Ｏチップを完成し、帯域密度 1.2Tbps/cm2を実現した。大容

量化技術（４波ＷＤＭ、５６Ｇ－ＰＡＭ４）の基盤技術を確立した。SiGe 光変調器の

高速動作実証により 3mW/Gbps 超低消費電力デバイス技術を確立した。一芯双方向光

トランシーバ技術に関し、TWDM-PON 用光トランシーバに必要な要素デバイスを集積

したプロトタイプチップを試作して、実用化のための課題を明らかにした。低コスト

インターポーザ技術に関し、0.1mm□以下の小型光素子を開発し、バルクシリコン基

板上で長波長帯のインターポーザ上高速光伝送を達成した。上記により、多数の光素

子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積技

術を確立した。 
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（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光エレクトロニクス実装システム統合設計環境を利用して、光電子融合インターポ

ーザ実装を効率的に設計するため、その基本設計フローを構築した。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

（実施体制：ＰＥＴＲＡ、東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、 

         早稲田大学） 

［革新的光源・光検出器技術］ 

シリコン上集積量子ドットレーザ技術に関し、シリコン上量子ドットレーザアレ

イの実現を目指すとともに、シリコン系基板上に直接成長した量子ドットを用いたレ

ーザの詳細な評価を進め、特性を改善した。また、Ge 受光器については、表面パッシ

ベーション技術および固相拡散等の接合形成技術を組み合わせることで導波路型 Ge

受光器の暗電流を低減した。また、貼り合わせを用いたハイブリッド MOS 型光変調器

においては、変調効率を改善する最適素子構造を明確にするとともに、変調速度や挿

入損失などの変調器特性を明確化した。（東京大学） 

［革新的光変調器技術］ 

低電圧、低損失、十分な消光比を両立した 32Gbps 動作の実現、およびＷＤＭ、Ｑ

ＰＳＫ、ＰＡＭといった多重化変調器の実証に取り組んだ。ｐ－ｎ接合を最適化して

変調効率を向上させ、32Gbps のアイ開口を実証した。（横浜国立大学） 

［革新的光配線技術］ 

光寿命にして 9.2ns、Ｑ値にして 1100 万という極めて損失の低いナノ共振器を実

現した。また、３つの共振器を用いた低損失な断熱的制御手法を提案し、80μm 離れ

た光共振器間で任意タイミングの光転送を９０％の効率で達成した。更に、三次元光

配線の検討においては、良好な特性を持つ層内導波路および層間導波路の設計・実証

に加えて、併走導波路間の結合長および交差導波路間のクロストークを解明した。（京

都大学） 

［革新的光エレクトロニクス回路技術]  

光源を含めた波長変換、増幅、モニタという基本機能回路を同一基板上に形成し、

熱光学スイッチを利用した機能切り替えを実証することによって光 FPGA コンセプト

の有用性を明らかにした。（東京工業大学） 

［革新的光スイッチングデバイス技術] 

シリコン光スイッチについて、マッハ・ツェンダ型において約 600ps の高速動作を

実現するとともに、偏光無依存構造を提案した。また、小型光スイッチとして屈折率

平坦構造ＮＭＩを提案した。高速光信号処理デバイスについては、1550nm 帯ＱＤ－Ｓ

ＯＡとリング共振器をモノリシックに集積化したデバイスのレーザ発振に成功した。

量子井戸（ＱＷ）を用いてラベル判定に必要なＸＮＯＲやＡＮＤの基本的光論理ゲー
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ト動作を、10Gbps の高速度で実現した。（早稲田大学） 

 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（実施体制：ＰＥＴＲＡ） 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

ＬＳＩ（ＦＰＧＡ）と集積光Ｉ／Ｏコアを搭載したボードを試作し、ＦＰＧＡ間を

最大 1.2Tbps（25Gbps X 24ch）で光接続し、広帯域・高密度・低消費電力を実証した。

また、実アプリケーションを動作しＦＰＧＡ間を広帯域で接続する優位性を実証した。 

ハイエンドサーバＣＰU間光接続用に、大規模 LSI と小型集積光トランシーバを同

一のパッケージ基板に搭載する光Ｉ／Ｏ付ＬＳＩ向け光Ｉ／Ｏを試作し、800Gbps

（25Gbps X 16ch 送受）を１cm2に収容する高密度光Ｉ／Ｏと、そのＣＰＵ基板上への

搭載技術を実証した。 

標準ストレージインターフェースに適合する二重閾値 AGC 型光素子駆動ＩＣを試

作検証し、低コストシリコンインターポーザ技術を用いたストレージ用低コスト光

I/O モジュールの試作・評価により光 I/O 付 SSD の実現技術を確立した。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

集積光Ｉ／Ｏコアを使用したＡＯＣの回路構成を決定するとともに、集積光Ｉ／Ｏ

コアを基板に取り外し可能としたソケット光モジュールを試作した。開発したソケッ

ト光モジュールとＬＳＩ（ＦＰＧＡ）を搭載した基板の試作を開始し、ＬＳＩ搭載基

板間光接続を実証した。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

一芯双方向光トランシーバの実用性能を検証に向け、集積光プロトタイプチップと

アナログフロントエンド回路を組み合わせた TWDM-PON の動作評価を行い、実用化の

ための課題を明らかにした。一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証

した。 

 

（ⅱ）国際標準化 

（実施体制：ＰＥＴＲＡ） 

OIF において、小型光トランシーバ等に搭載する光部品の標準化活動を行うとともに、

LSI 搭載インターポーザをサポートするインターフェース標準化のための戦略検討に着

手した。併せて、IEEE、ITU-T 等の関連標準化動向の情報収集を行うと共に、IEC にお

ける光接続部品のデジュール標準化提案を行った。また、CFP4 級デジタルコヒーレント

トランシーバに搭載する超小型光送受信デバイスなどの標準化を推進した。 
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４．２ 外部評価結果 

本プロジェクトは、外部有識者による中間評価を平成２９（2017）年度に実施した結果、

中間目標を概ね達成しており、平成３０（2018）年度以降の４年間の計画を追加し継続いく

こととした。 
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４．３ 実績推移 

 平成２４

年度 

平成２５

年度 

平成２６

年度 

平成２７

年度 

平成２8

年度 

平成２９

年度 

委託 委託 委託 委託 委託 委託 

実施額推移 

需給勘定 

(百万円) 

０ 

（ＮＥＤＯ） 

２，８００ 

（経済産業

省） 

２，４５２ 

（ＮＥＤＯ） 

３，５４８ 

（ＮＥＤＯ） 

３．４５８ 

（ＮＥＤＯ） 

１，７２０ 

（ＮＥＤＯ） 

１，７１５

（ＮＥＤＯ） 

特許等出願 

件数（件） 
２０ １７ ４６ ６７ ３７ ４※ 

論文発表数

（報） 
７ ２６ ８４ ９４ ７４ ５８※ 

フォーラム 

等（件） 
１ ０ ２ ２ ２ ０※ 

※平成２９年８月３１日時点 

 

５．事業内容 

プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ ＩｏＴ推進部 中山 敦を任命し、プロジェク

トの進行全体を企画・管理やそのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を

最大化させる。また、東京大学 ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構 特任教授 荒川 

泰彦をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 

 

５．１ 平成３０（2018）年度（委託）事業内容 

本プロジェクトでは、平成２９（2017）年度までに実施した光エレクトロニクス実装基盤

技術開発及び光エレクトロニクスシステム化技術開発によりアウトプット目標実現に近づ

くための技術を確立している。平成３０（2018）年度から実施者を再公募したうえで本研究

開発を継続して実施する。 

 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

 平成２９（2017）年度までの成果を基に、②－（ⅱ）－（ｅ）及び（ｆ）に掲げる光電子

集積インターポーザのデバイス・実装技術及び光電子集積インターポーザのシステム化技

術の開発に展開する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 
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（実施体制：ＰＥＴＲＡ、東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大

学） 

［革新的光源・光検出器技術］ 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高

温動作と高速変調動作の実現に向けた課題を明確にする。また、光電子集積インター

ポーザ用集積化受光器への展開に向け、シリコン基板上に集積した受光器の低暗電流

動作の実証に向けた課題を明確にし、高速応答動作可能な構造を検討する。 

［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動

作を可能とするスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型

光変調器等の動作実証のための課題を明確にする。 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光

損失補償機能や光バッファ機能等、革新的光導波路技術の可能性検証のための課題を

明確にする。 

［革新的光エレクトロニクス回路技術]  

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光

素子の集積プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行うための課題を

明確にする。 

 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（実施体制：ＰＥＴＲＡ） 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速Ｉ／Ｏ動作を実現するための要素技術として、光変調

器、受光器、光入出力素子、合分波器など光電子集積インターポーザの構成要素となる

光素子の小型、高速、低消費電力化技術を開発する。光配線の低消費電力化（２ｍＷ／

Ｇｂｐｓ以下）を達成するための課題抽出を行い、達成のための方針を示す。また、シ

ングルモードファイバーとの接続に適した異種導波路接続構造並びに導波路・光ファ

イバ間の接続構造を検討し、実現可能性を検討し、試作評価を行う。更に、光電子集積

インターポーザにおける大容量信号伝送技術として光信号の多重化、多値化について

検討を行う。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 
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小型・高速動作・低消費電力な光電子集積インターポーザを搭載したサーバボードの

消費電力のさらなる削減に寄与するために、波長多重技術を用いた接続技術の要素技

術における課題抽出を行う。光電子集積インターポーザと波長多重技術を組込んだサ

ーバボードの電力量算出のためのシミュレーション技術を構築する。 

 (ｆ－２)情報通信システム化技術 

光アクセスネットワーク端末装置を小型化するための要素技術として、一芯双方向

波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを実装し、動作

検証のための課題抽出を行う。 

 

（ⅱ）国際標準化 

（実施体制：ＰＥＴＲＡ） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフ

ェースに関して、フォーラム標準化機関（ＯＩＦ、ＩＥＥＥ８０２．３、ＣＯＢＯ）、

並びにデジュール標準化機関（ＩＥＣ）等の各種標準化団体に参画し、標準化動向を踏

まえ、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

 

上記研究開発項目①②に加えて、本事業の運営等に活用するため必要に応じて調査、成果

普及活動等を行う 

 

５．２ 平成３０（2018）年度事業規模 

   委託事業 

  需給勘定 １、４３２百万円（継続） 

   （事業規模については変動がありうる。） 

 

６．事業の実施方式 

６．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「e-Rad ポータルサイト」で行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、e-Rad 対象事業で

あり、e-Rad 参加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期・公募回数 

平成３０（2018）年１月頃に１回行う。 
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（４）公募期間 

原則３０日間以上とする。 

 

（５）公募説明会 

ＮＥＤＯ本部にて予定する。 

 

６．２ 採択方法 

（１）審査方法 

・ e-Rad システムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

・ 実施者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが設置する審

査委員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、提案書の内容に

ついて外部専門家（学識経験者、産業界の経験者等）を活用して行う評価（技術評

価及び事業化評価）の結果を参考にし、本事業の目的の達成に有効と認められる実

施者を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて実施者を決定する。 

・ 申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

・ 審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

原則４５日間以内とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯ から申請者に通知する。なお不採択の場合は、その

明確な理由を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称を公表する。 

 

７．その他重要事項 

７．１ 評価の方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義、将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成３

１年度に実施する。 

 

７．２ 運営・管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究

開発実施者と密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的
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及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、ＮＥＤＯは四半期に一回

程度事業の進捗について実施者から報告を受けること等により各研究開発項目の進捗と

研究開発項目間の整合性・連携状況の確認を行うと同時に、政策動向・業界技術動向等

を把握して必要な対策を合議し、ＰＬおよびすべての実施者と連携して実施する。必要

に応じて技術推進委員会等を開催して外部有識者の意見を運営管理に反映するものとす

る。 

 

７．３ 複数年度契約の実施 

平成３０（2018）～３３（2021）年度の複数年度契約を行う。 

 

７．４ 知財マネジメントにかかる運用 

「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを

実施する。 

 

８．スケジュール 

平成３０（2018）年 １月下旬・・・公募開始 

２月上旬・・・公募説明会 

２月下旬・・・公募締切 

３月中旬・・・契約・助成審査委員会 

３月下旬・・・採択決定 

４月 ・・・事業開始 

９．実施方針の改訂履歴 

（１）平成３０（2018）年 1月制定  

（２）平成３０（2018）年１１月、実施者決定後の記載事項変更、PL所属先名称、平成３０

年度事業内容のうち研究開発項目②（ⅰ）（e）項の記載内容とそれに伴う事業規模の変更に

伴い改訂 

（３）平成３０（2018）年１２月、平成３０年度事業内容のうち研究開発項目②（ⅰ）（e）

項の実施計画の変更による事業規模の変更に伴い改訂 


